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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当　67,500円

新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額　1,470,217,500円

(注) １．本募集は、2021年６月１日付の取締役会決議に基づき、

ストックオプションの付与を目的として新株予約権を発

行するものであります。

２．新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額

は、すべての新株予約権が当初の行使価額で行使され

たと仮定して算出された金額です。行使価額が調整さ

れた場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を

合算した金額は増加又は減少します。また、新株予約

権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約

権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額を合算した金額は減少しま

す。

 
【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券】

(1) 【募集の条件】

発行数 675個

(注)　上記の数は、割当予定数であり、引受けの申込がなされなかった場合等、割り当てる

新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する

新株予約権の総数とする。

発行価額の総額 67,500円

発行価格 本新株予約権１個当たり100円

(新株予約権の目的である株式１株当たり１円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2021年６月24日(木)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所 株式会社光通信　管理本部人事部

(東京都豊島区西池袋一丁目４番10号)

割当日 2021年６月25日(金)

払込期日 2021年６月30日(水)

払込取扱場所 株式会社みずほ銀行　大手町営業部

(東京都千代田区大手町１-５-５)
 

(注) １．本有価証券届出書に基づき発行する株式会社光通信第24回新株予約権(以下「本新株予約権」といいます。)

は、2021年６月１日付の当社取締役会に基づき発行するものです。

２．本新株予約権の引受けの申込みは、申込期間内に申込取扱場所に所定の申込書を提出することにより行うも

のとします。

３．本新株予約権の募集は、ストックオプション付与を目的として行うものであり、当社の取締役及び従業員並

びに当社子会社の取締役に対して行うものであります。対象となる者の人数及び割当新株予約権数は、以下

のとおりであります。なお、下記対象となる者の人数は本有価証券届出書提出時の予定人数であり増減する

ことがあります。また、下記割当新株予約権数は上限の発行数を示したものであり、申込数等により減少す

ることがあります。

割当対象者 人数 割当新株予約権個数

当社の取締役 １名 300個

当社の従業員 ６名 175個

当社子会社の取締役 ２名 200個

合計 ９名 675個
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(2) 【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的と

なる株式の種類

株式会社光通信　普通株式(完全議決権株式であり、権利内容に何ら制限のない当社におけ

る標準となる株式である。なお、単元株式数は100株である。)

新株予約権の目的と

なる株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数は、67,500株とする(本新株予約権１個当たりの目的

である株式の数(以下「付与株式数」という。)は100株とする。)。

但し、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同

様とする。)又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により

目的たる株式の数を調整する。

調整後株式数＝調整前株式数×分割(又は併合)の比率

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場

合等、目的となる株式の数の調整を必要とする事由が生じた場合は、合併等の条件を勘案

の上、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で本新株予約権の新株予約権者(以下

「本新株予約権者」という。)が権利行使していない本新株予約権の目的である株式の数に

ついてのみ行われるものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てる。

新株予約権の行使時

の払込金額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権の行使により発

行又は移転する当社普通株式１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に付与株

式数を乗じた金額とする。

当初の行使価額は、21,780円とする。

但し、(注)１の定めにより行使価額は調整される場合がある。

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

額の総額

1,470,217,500円

但し、行使価額が調整された場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使

に際して出資される財産の価額の合計額を合算した金額は増加又は減少する。また、本新

株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消

却した場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

格及び資本組入額

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の１株当たりの発行価格は、本新株予約権

の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を合算した

金額を、上記「新株予約権の目的となる株式数」に記載の本新株予約権の目的である株式

の総数で除した額とする。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数はこれを切り上げる。また、本新株予約権の行使により株式を発行する

場合に増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減

じた額とする。

新株予約権の行使期

間

2026年７月１日から2030年６月30日まで

新株予約権の行使請

求の受付場所、取次

場所及び払込取扱場

所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社光通信　管理本部人事部

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　大手町営業部
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新株予約権の行使の

条件

１．本新株予約権者は、2026年３月期の当社の連結損益計算書上の営業利益が121,500百万

円を超過した場合にのみ、本新株予約権を行使することができる。

２．2022年３月期から2026年３月期までの各連結会計年度に係る当社の連結損益計算書上

の営業利益に関し、以下に記載する各連結会計年度における営業利益の目標数値を、

２連結会計年度連続で下回った場合、当該連続した連結会計年度のうち２期目の連結

会計年度に係る有価証券報告書を当社が金融商品取引法に基づき提出した日をもっ

て、本新株予約権は消滅する。

2022年３月期　 83,000百万円

2023年３月期　 91,300百万円

2024年３月期　100,400百万円

2025年３月期　110,500百万円

2026年３月期　121,500百万円

３．前二項に関し、国際財務報告基準の適用等により、参照すべき営業利益の概念に重要

な変更があった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会

にて合理的に定めるものとする。

４．本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員

の地位を保有していることを要する。但し、以下各号のいずれかに該当する場合その

他正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。

(1) 本新株予約権者が当社又は当社子会社の監査役に就任した場合

(2) 本新株予約権者が会社都合により当社若しくは当社子会社の取締役又は従業員の地

位を喪失した場合(但し、本新株予約権者が懲戒解雇若しくは解任された場合及び下

記５に記載の場合に該当する場合を除く。)

５．本新株予約権者が著しい非違行為を行った場合、重大な職務違反行為を行った場合又

は当社と競業関係にある会社・組織等の取締役、監査役、執行役、執行役員、従業

員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合(当社の事前の

書面による承諾を得た場合を除く。)であって、本新株予約権者に本新株予約権の行使

を認めることが相当でないと当社が合理的に判断したときは、当社は本新株予約権者

に対してかかる場合に該当する事由が発生したことを通知するものとし、当社よりか

かる通知を受けた本新株予約権者は、本新株予約権を行使することができなくなるも

のとする。

６．本新株予約権者による本新株予約権の行使に係る年間行使額の制限は、次の各号のと

おりとする。

(1) 2026年７月１日から2027年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新

株予約権の行使期間開始日(2026年７月１日)から本新株予約権行使日(本新株予約権

行使日を含む。以下本項において同じ。)までの期間における本新株予約権の行使に

係る払込金額(上記「新株予約権の行使時の払込金額」に記載の払込金額に、行使に

係る本新株予約権の個数を乗じた金額の全額をいう。以下本項において同じ。)の合

計額の、行使総額(上記「新株予約権の行使時の払込金額」に記載の払込金額に、各

本新株予約権者が自己に割り当てられた本新株予約権の個数を乗じた金額の全額を

いう。以下本項において同じ。)に対する割合が、３分の１を超えてはならない。

(2) 2027年７月１日から2028年６月30日までの期間における本新株予約権の行使：本新

株予約権の行使期間開始日(2026年７月１日)から本新株予約権行使日までの期間に

おける本新株予約権の行使に係る払込金額の合計額の、行使総額に対する割合が、

３分の２を超えてはならない。

(3) 2028年７月１日から本新株予約権の行使期間満了日までの期間における本新株予約

権の行使：行使制限は定めない。

７．その他条件については、取締役会決議に基づき、本新株予約権者との間で締結する新

株予約権割当契約に定めるところによる。
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自己新株予約権の取

得の事由及び取得の

条件

１．本新株予約権者が本新株予約権行使の条件により権利を行使できる条件に該当しなく

なった場合には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本新株予約権を無償で取

得することができる。

２．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若し

くは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合(株主総会決議が不要な場合に

は、取締役会決議がなされた場合)には、当社は、取締役会が別に定める日に、当該本

新株予約権を無償で取得することができる。

新株予約権の譲渡に

関する事項

１．本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

２．本新株予約権者は割当てを受けた本新株予約権の質入、担保供与その他の処分をする

ことができない。

代用払込みに関する

事項

該当事項はありません。

組織再編行為に伴う

新株予約権の交付に

関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転(以下総称して「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行

為の効力発生の時点において残存する本新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)の

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに

掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権を新たに発行するものとす

る。但し、以下の条件に従って、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約、株式移転計画において

定めた場合に限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準

じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約

権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上

調整して得られる再編後行使価額に、前号に従って決定される当該新株予約権の目

的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の

開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権

の行使期間」に定める新株予約権の行使することができる期間の満了日までとす

る。

(6) 新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額」に準じて決定する。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

新株予約権を譲渡するには、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に準じて決定する。

(10) 組織再編等の際の新株予約権の取扱い

本「組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」に準じて決定する。
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(注) １．行使価格の調整

本新株予約権の発行後、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。

(1) 本新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率
 

 
(2) 本新株予約権の発行後、当社が、次の(a)若しくは(b)に該当する場合又はこれらの可能性がある場合は、

次の算式により行使価額を調整するものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

(a) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を新規に発行又は自ら保有する当社普通株式を

移転等処分する場合(新株予約権の行使に基づき当社普通株式を交付する場合を除く。)

(b) 時価を下回る１株当たり払込金額をもって当社普通株式を取得し得る新株予約権又は新株予約権を付与

された証券が行使された場合に、当社普通株式を発行又は自ら保有する当社普通株式を処分する場合

 
 
 

調整後

行使価額

 
 
＝

 
 

調整前

行使価額

 
 
×

 
既発行株式数

 
＋

新規発行
×

１株当たり

株式数 払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数
 

 

上記の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除

した数をいい、自己株式の処分を行う場合は、「新規発行株式」を「処分する自己株式数」に、「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替える。また、上記において使用する時価

は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値の平均値(当日付で終値のない日数を除く。)とする(この場合の平均値

の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。)。

(3) 上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換、株式移転を行う場合等、行使

価額の調整を必要とする事項が生じた場合は、合併等の条件を勘案の上、当社は必要と認める行使価額の

調整を行う。

２．新株予約権の行使請求及び払込みの方法

本新株予約権者は、本新株予約権を行使する場合には、当社所定の様式の新株予約権行使請求書その他の必

要書類を上記「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出するとともに、上記「新株予約権の行使時の払込

金額」に行使に係る本新株予約権の個数を乗じた金額の全額を、上記「新株予約権の行使請求の払込取扱場

所」の当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込む。

３．新株予約権の行使の効力発生及び株式の交付方法

(1) 本新株予約権の行使は、上記２に係る新株予約権行使請求書及びその他の必要書類が不備なく上記「新株

予約権の行使請求の受付場所」に到達し、かつ、上記２に係る払込みが完了したときに、その効力が生じ

るものとし、本新株予約権を行使した本新株予約権者は、適用法令の規定に従い本新株予約権の目的であ

る株式の株主となる。

(2) 当社は、行使手続き終了後速やかに、本新株予約権者名義の口座への記載又は記録により、当該本新株予

約権の目的である株式を交付する。

４．新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てる。

 
(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,470,217,500 2,000,000 1,468,217,500
 

(注) １．払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の

合計額を合算した金額です。行使価額が調整された場合には、上記払込金額の総額は増加又は減少します。

また、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合

には、上記払込金額の総額は減少します。

２．行使価額が調整された場合には、払込金額の総額及び発行諸費用の概算額は増加又は減少します。また、本

新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合に

は、払込金額の総額、発行諸費用の概算額は減少します。

３．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

 

(2) 【手取金の使途】

本新株予約権は、当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対し、新株予約権を引き受ける対象者の

当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高め、長期的な業績向上を図ることを目的として発行するものであ

り、かつ、その行使については、「第一部［証券情報］　第１［募集事項］　１ (2) ［新株予約権の内容等］「新

株予約権の行使の条件」」に記載した条件を満たすことで行使可能となる上、さらに本新株予約権者の判断により

行使がなされるものであることから、具体的な行使時期やその払込金額について資金計画に組み込むことは困難で

ありますが、手取金は、運転資金に充当する予定であり、具体的な金額及び支出時期については、払込みがなされ

た時点の状況に応じて決定いたします。

 

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 
第３【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。

 
第４ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

該当事項はありません。

 
第２ 【統合財務情報】

該当事項はありません。

 
第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

該当事項はありません。
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第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等、金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照してください。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第33期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)　2020年６月30日関東財務局長に提出

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第34期第１四半期(2020年４月１日から2020年６月30日まで)　2020年８月13日関東財務局長に提出

事業年度　第34期第２四半期(2020年７月１日から2020年９月30日まで)　2020年11月12日関東財務局長に提出

事業年度　第34期第３四半期(2020年10月１日から2020年12月31日まで)　2021年２月12日関東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び各四半期報告書(以下「有価証券報告書等」といいます。)に記載

された「事業等のリスク」について、有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日(2021年６月１日)まで

の間に生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、本有価証券届出書提出日現在において

もその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もございません。

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社光通信　本店

 (東京都豊島区西池袋一丁目４番10号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】

 

第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当事項はありません。
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